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診断で「医者」と「患者」が面談して食生活の改善や運

動、投薬などの対処方針を決めるように、「指導者」と

「生産者」が評価結果に基づいてお互い納得した上で

対処方針の決定を行うことが大切です。

このようにして、診断に基づく防除を毎年繰り返し

ながら、各要素（診断項目や基準、評価方法やレベル

ごとの防除技術など）を病害ごとに最適化していくこ

とで、その病害に応じた適切なヘソディムが構築され、

病害発生ポテンシャルにふさわしい対策が行えるよう

になります。その結果、効果が期待できない「ムリ」な

対策を避け、コストの「ムダ」がない効率的な土壌病

害管理が可能になります。従来は防除効果が低く活用

が難しかった技術も、発病ポテンシャルのレベルに

よっては、有効に活用出来る可能性もあります。

ヘソディム指導者向けマニュアル

（独）農業環境技術研究所では、ヘソディムに基づく

適切な土壌病害管理の実現を図るために、平成23年

度から複数の県の農業試験研究機関と共同で研究を

進め、その成果を指導者向けのマニュアル（図2）とし

て取りまとめました。マニュアルのPDFファイルが農業

環境技術研究所のウェブサイト（http://www.niaes.

affrc.go.jp/techdoc/hesodim/）から自由にダウン

ロードできます。

マニュアルは、ヘソディムの概要と病害ごとの適用

事例（個別のマニュアル）の2章で構成されています。

概要では、ヘソディムの考え

方や流れ、診断項目の説明、

評価方法、対策リスト作成

のポイントなどが紹介され

ています（図3）。個別のマ

ニュアルでは、ヘソディム

に基づいて各県で開発

されたトマト青枯病、

ショウガ根茎腐敗病、レ

タス根腐病、ダイズ茎疫病、アブラナ科野菜根こぶ病、

ブロッコリー根こぶ病およびキャベツ根こぶ病の病害

管理技術が盛り込まれています。一部の病害に対して

は、実際の生産ほ場において、マニュアルに基づく病

害管理の有効性がすでに実証されています。

　今後、このマニュアルを多くの研究者や指導員に利

用してもらい、他の病害や作物でもヘソディムに基づ

く病害管理技術が開発されることを期待しています。

さらには、ヘソディムが広く普及することで、持続的な

農業生産につながる土壌管理の推進に役立つと期待

しています。

　テレビや新聞で「水資源の枯渇」や「自然生態

系の破壊」といった環境問題が話題になった時、

見たことも行ったこともない場所について文字や

言葉で説明されて、ピンとこなかったことはありま

せんか？「干上がった湖」や「伐採された木材」の

写真を見れば分かったような気になりますが、問

題の起こっている場所を地図と重ねてイメージす

ることは、専門家でもない限り難しいでしょう。そこ

で、（独）農業環境技術研究所は、過去14年以上に

およぶ衛星画像を加工してインターネット地図

サービス上で見られるようにした「“世界の農業環

境”閲覧システム」(GAEN-View)を構築して公開し

ました。GAEN-Viewを使えば、世界の自然災害や農業

環境変化を誰でも簡単に見て確かめることができます

（図1、https://gaenview.rad.naro.go.jp/
農環研トップページからもリンクしています）。

高頻度観測衛星センサ（MODIS/Terra, Aqua）

　GAEN-Viewで公開している衛星画像は、米国NASA

の運用する光学式の地球観測衛星センサ（MODIS 

/Terra, Aqua）によって撮影されたものです。NASAは、

地球全体をほぼ毎日観測するこの衛星画像から雲の

影響を排除した8日間ごとの画像を合成して提供して

います。GAEN-Viewの画像は、それをWebメルカトル

図法に変換したものです。MODISの空間解像度は最

大250mと粗いですが、高頻度に観測しているため、

地球の季節変化を調べるのに適しています。2000年

以降、現在まで観測を継続しており、データを無料で

入手できます。また、MODISは、人間の目では見ること

のできない「近赤外域」と「短波長赤外域」の光を観測

することができます。これを「赤色域」の画像と組み合

わせて「ナチュラルカラー画像」を作成することにより、

地球の表面状態を詳しく調べることができます。GAE-
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図１　“世界の農業環境”閲覧システム（GAEN-View）のトップページ

図2　ヘソディムマニュアルの表紙

図3 ヘソディムマニュアルから
（診断実施のイメージ）

NViewで公開する画像もこの「ナチュラルカラー画像」

で、植生は緑、砂漠・裸地はピンク、雪氷は水色、海や

水域は黒～紺に表示されています。

干上がるアラル海・オルーミーイェ湖
その背景に農業が・・・

　カザフスタン・ウズベキスタンにまたがるアラル海

は、「20世紀最大の環境破壊」として有名です。昨年

10月に東アラル海が消滅したことは、世界的なニュー

スとして報道されました。東アラル海に注ぎ込むはず

のアムダリヤ川の水を綿花や水稲などの灌漑用水と

して使ってしまったことが、東アラル海消滅の原因と

いわれています。テレビや新聞では干上がった東アラ

ル海を拡大した衛星画像が紹介されましたが、

GAEN-Viewではもっと広い範囲を確認することがで

きます。砂漠（ピンク）に囲まれた灌漑農地（緑）が、ウ

ズベキスタン・トルクメニスタン国境に沿うように広

がっていることが分かります（図2）。同じような問題は

イランのオルーミーイェ湖でも起こっており、農地の

拡大やダム建設が原因として挙げられています。

GAEN-Viewでの大雑把な計測によると、2000年時の

図１　“世界の農業環境”閲覧システム（GAEN-View）のトップページ

https://gaenview.rad.naro.go.jp/
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東アラル海は、約180km（南北）×約85km（東西）に

広がっていました。わずか14年間で琵琶湖（670km2）

20個分以上の面積の水域が無くなってしまったこと

になります。農業に起因する水資源の枯渇は、宇宙か

ら確認できるほど大きな問題になっているのです。

ブラジルで拡大する大豆畑　

　ブラジルは、世界最大の大豆輸出国です。ブラジル

中西部に平がる熱帯サバンナのセラード地域は、か

つては農業に適さない土地と考えられて

いましたが、1977年に始まる日本の技術

協力・資金援助をきっかけに大豆の一大

生産拠点へと変貌しました。統計情報か

らは、ブラジルの大豆生産量が2000年の

3950万トンから2013年の8750万トンへ

と倍近くに増えたことが分かりますが、数

字だけでは環境変化の実態をイメージす

ることは難しいでしょう。GAEN-Viewで

2000年と2014年の衛星画像を比較してみると、その

変化は一目瞭然です（図3）。赤枠で囲まれた地域では、

かつては自然植生で覆われていた場所（緑）が次々に

耕されていき、農地（土壌の表面が見えているためピ

ンク）へと変わっていることがよくわかります。日本の

輸入する大豆の約23.5%は、ブラジルで生産されたも

のです。安価な輸入農産物で支えられている日本の食

卓は、地球の裏側で進行中の環境劣化と関係がある

のです。

人口問題は食料問題
本当にこのままでやっていけるのか？

　世界の人口は爆発的な増加を続けており、国連の

推計によると2014年に世界人口は72億人になった

そうです。リニア新幹線の大阪-東京間の全面開通が

予定されている2045年には、93億人（中位推計）にま

で膨れ上がると予想されており、今後30年で21億人

分の食料を新たに増産しなければなりません。「水資

源の枯渇」や「自然生態系の破壊」といった環境問題

は、農業生産活動と深い関係があり、海外では食料増

産にともなう環境負荷・自然生態系の改変はこれまで

以上に深刻なものになると考えられています。カロ

リーベースで61%の食料を海外に依存する日本に

とっても無関心ではいられなくなる時代がやってくる

かもしれません。GAEN-Viewを使った衛星画像の閲

覧をきっかけに、変わりゆく世界の農業と環境に興味

を持っていただければ幸いです。
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2000年に自然植生であった部分（緑）が、20145年には
開拓されて農地（ピンク）に変わっている。

図2　中央アジアにおけるアラル海とオルーミーイェ湖の縮小

図3　ブラジル・マットグロッソ州の農地拡大
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私たちを取り巻く自然は、人間生活に様々な恩恵を
もたらしています。しかし、経済活動が発展するにつれ
て、環境保全を考慮しない土地の改変が大幅に進み、
様々な種の絶滅など、目に見える形で負の影響が現
れてきました。そのため、自然の恩恵とそれを支える
生物多様性の保全が強く認識されるようになり、外来
生物は地域固有の生物多様性を損なうものとして、管
理の必要性が叫ばれています。環境省は侵略的外来
種リスト（仮称）の策定などでそれに応えようとしてい
ますが、外来生物の中にはイネのように生活に欠かす
ことのできないものもあります。牛の餌となる外来牧
草もそのようなものの一つです。外来牧草はイネとは
違い栽培場所から逸出しやすいため、固有の在来植
物に悪影響を及ぼすことが懸念され、リストへの掲載
が検討されています。このような二面性を持つ外来生

物については、関係者全てが正負の影響について良
く理解し、十分に納得のいく解決策を模索する必要が
あります。このシンポジウムは、そのような話し合いを
始める場として、環境省、農水省および外来牧草の研
究者など7名を招き、それぞれの立場から管理の必要
性と産業上の重要性について発表していただきまし
た。総合討論では、「外来牧草が生態系に与える具体
的な影響」、「在来植生を重点的に守るべき場所の明
確化と場所の特性に応じた外来牧草の利用」、「在来
種による代替」といった様々な観点から意見が出され、
熱心な意見交換が続きました。参加者約130名のうち
半数がアンケートに回答し、「わかりやすく、幅広い情
報が得られた」、「今後も関連したテーマでの講演会を
望む」と好意的な意見を多数いただきました。

（生物多様性研究領域長　安田 耕司）

（独）農業環境技術研究所では、農薬など有機化学
物質に関する問題を議論するための研究会を毎年開
催しています。今年度は、10月29日に表記研究会を開
催し、独法等研究機関、都道府県公設試、大学、行政
部局、民間企業、関連団体（JA等）、一般と多岐にわた
る方面から99名の方々の参加を得ました。
　昨今、輸入食品の残留農薬基準の超過や冷凍食品
への過量な農薬の混入等の事件により、農薬による健
康危害が不安視されています。残留分析で対象となる
農薬は今日約700種類におよび、ppb（kgあたりμgオ
ーダー）レベルの超微量分析技術が要求されるととも
に、生産地における出荷前検査など、簡易・迅速な検
査技術も求められています。その一方で、分析法の妥
当性の評価、確認により信頼性の高い分析結果として

示す必要があり、分析技術の開発、改良や分析精度管
理が不可欠なものとなります。
　研究会では、農薬等有機化学物質の残留分析に関
して実践的な研究に取り組んできた7名の演者から研
究成果を紹介いただくとともに、農薬残留分析の今後
の課題と展望について議論を深めました。

（有機化学物質研究領域長　大谷　卓）
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10月25日、ベルサール神保町（東京）にて開催




